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令和３年 第４回沼田町議会定例会  一般質問要旨  

 

【町長・教育長】 

 

通告順 １ 
質問 

議員 
伊藤議員 

質問 

項目 
ＩＣＴ教育の家計負担を軽減する支援を  

質問 

内容 

  

来年度より高校生の一人一台のパソコン導入が進められます。これは、

現在進めているＧＩＧＡスクール構想による小・中学校での整備を受け、

高校でもＩＣＴ教育を途切れることなく実現するための取り組みです。  

 道教委では道立高校においてＢＹＯＤ（個人が所有する端末を学校で利

用すること）による学習を進めるべく、現在の中学３年生の保護者にパン

フレットを配布し、周知をしています。端末は、一部貸し出しもあります

が、私費負担を基本とする予定です。パソコンなどは保護者にとって高額

な負担となるが、都道府県によっては設置者が負担をしたり、補助制度を

設けています。国が進める構想が、住む地域によって保護者の負担に違い

があることは、義務教育でないとはいえ不公平感を感じます。 

また、ＧＩＧＡスクール構想では家庭に安定した通信環境を求めながら

通信料は保護者に負担を求めています。休校時の学校運営の経費を家計に

ゆだねることと感じますので以下を質問致します。  

 

１．道教委は２０２２年度の高校一年生が利用する端末の負担を保護者の

負担としているが、その考えに変わりはないのか。また、補助制度の考

えはないのか。（教育長）  

 

２．町として国や道に負担を求めることが必要と考えます。しかし、国や

道の支援がないとすれば、町として端末や通信料の補助制度を行い支援

することは出来ないか。（町長）  

 

３．現在、小中学校に対してインターネット環境がない家庭にモバイルル

ーターの貸し出しを行うことになっているが、通信料は家庭の負担であ

る。就学援助を受けている家庭には、この通信料を就学援助制度に加え

ることは出来ないか。（教育長）  



資料／北海道教育庁ＩＣＴ教育推進局ＩＣＴ教育推進課  

 

 



高等学校における学習者用コンピュータの整備について

○概要
公立高等学校におけるICT端末の整備状況に関し、令和２年12月に新たな経済対策が閣議決定されたこと

などを踏まえ、文部科学省において都道府県の整備目標等に関し、令和３年３月末の見込みを調査
（実施時期：令和３年１～２月）

○対象

全都道府県教育委員会

○結果

１人１台整備を目標（※）

42自治体（89.4%）

検討中

5自治体

（10.6%）

整備目標（N=47）

令和２年度中に完了

12自治体

（28.6%）

令和３年度中

5自治体

（11.9%）

令和３～５年度

3自治体（7.1%）

令和４～６年度

13自治体

（31.0%）

検討中

9自治体

（21.4%）

整備期間（N=42）

（※）「１人１台整備の方向性を明らかにして検討中」と
回答した都道府県を含む

【 1人1台整備を目標とする42自治体 】

設置者負担

16自治体

（38.1%）

保護者負担を原則

15自治体

（35.7%）

検討中

11自治体

（26.2%）

費用負担（N=42）
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公立高校における端末の整備状況（見込み）について（都道府県別）
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（令和３年３月見込み）

整備目標

１人１台端末整備に向けて方策の検討が必要な部分

令和２年度末の高校端末の見込整備状況
（淡青色の部分は、令和３年度以降に整備が見込まれる部分）

整備期間

検討中

５自治体

1人１台を整備（１人１台整備の方向性を明示して検討中を含む）

42自治体

令和２年度に完了

12自治体
令和３年度中

５自治体

令和３～
５年度

３自治体

令和４～６年度

1３自治体

検討中

９自治体

費用負担
設置者負担

16自治体※

保護者負担を原則

15自治体※

検討中

11自治体※

※ 福島県、滋賀県、福岡県は、費用負担については検討中

（備考）

・ 都道府県立の公立高校のみ

・ 見込整備状況は、令和２年度の公

立高等学校の生徒数と令和２年度

の見込整備台数の割合

令和２年度の見込整備台数（令

和元年末の整備台数＋令和２年度

の新規整備予定台数）

※※ ※
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【町長】 

 

通告順 ２ 
質問 

議員 
鵜野議員 

質問 

項目 
沼田町産商品のコマーシャル・販路拡大事業は効果的なのか 

質問 

内容 

  

沼田町の特産物の雪中米・地場農産物などの PR 販売事業が複数取り組

まれ、農業者にとっては、所得に繋がる大切な事業です。 

今年は「首都圏アンテナショップ設置事業」５６０万円・中山間事業の

「農産物販売事業」６１５万円などの事業が行われています。 

これらの事業を含め、その成果目標がどこなのか、現在行っている事業

内容と効果、目標を聞く。（特に雪中米） 

 

また、沼田町商店街では特産品の販売していただいているが買い手が不

便を感じていないか。スーパー・マルシェですべて買えるのか、価格はど

うか。（雪中米・トマトジュース・ケチャップ・椎茸・レタスなど）  

 

沼田町で生産（農産物・加工商品・工業製品など）される商品は町民が

安く、手軽に利用できる事業の取り組みができないか。 




